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整と透明化も重要な作業である。それには知的財産権、著作権、食品安全や動植物防疫検査 どが含まれ、法改正を進める必要がある。八月初め、行政院 郵政法、特許法、薬事法などの法改正作業を決定した。今後はＴＰＰの規則に適合させるため、さらに多くの法規について調整が必要と る。現在、市場の開放と 規の調整について、新政権は利害関係者と意見を交わしているほか、一般市民 学生、労働者、そして立法院 のコミュニケーションも強化している。　
ＴＰＰへの加盟は、内部の問題
を解決する必要があ だけではなく、多くの対外的な試練にも向き合う必要がある。まず、アメリカや日本、その他 ＴＰＰ加盟国・交渉国の支持 取り付ける必要がある。アメリカについていえば、ラクトパミンを使用したアメリカ産豚肉の輸入解禁が台湾に対す基本的な要求であり、それが台湾がＴＰＰに加盟するチケットとなる。日本については、二〇一一年三月の原子力発電所 事故以来禁止されている、福島 ど東日本五県の食品の輸入を解禁することが、台湾が好意を示す最良の方法とな
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るだろう。こうした取り組みがなければ、日米両国の台湾のＴＰＰ加盟への支持を取り付けるのは難しく、日米の支持がなければ、台湾のＴＰＰ加盟は木に登って魚を探すようなものであり、まずもって不可能である。　
ただし、日米が台湾の加盟を強





いことは確かである。二〇〇〇年に誕生した民進党政権も、他国とのＦＴＡの締結に積極的に取り組んだ。その結果、台湾は国交のある中米 五カ国と四つのＦＴＡを締結したも の、そ ほかのＦＴＡはまったく締結できなかった。このように、当時 民進党政権八年にわたって努力した もかわらず、何の成果も上げられなかったのである。　
中国の経済力は一六年前に比べ












力し、自身の経済力を高めることによって、地域経済統合に参加できない状況下においても、少なくとも生存し続け 相応 影響発揮することができる。新政権は発足後、各種の改革を着実に進め、台湾の投資環境を改善するとともに、移行期正義の旗 下、 「族群」（エスニックグループ）間の調和を促し、労資間 衝突を減らしていく必要がある。それこそが台湾の幸福となる。　
良好な中台関係がなければ、台






07_特集.indd   13 16/11/02   11:18
